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6 メ ール 写
＊＊＊＊ 2015年10月23日

し

甲5-1について、＊＊教員が、＊＊教員の提
案に賛意を示す返信をしている事実。甲2
にあるとおり、＊＊教員は中国語の教員で
ある。

フランス語教員が定年退職するにあたり、

平成27年度第1回語 語学委員会
フランス語教員を補充するのではなく、 中

写 国語枠とドイツ語枠で契約制講師を採用す7 学委員会書面会議 し 委員長 2015年10月20日頃
る提案がなされている事実。 ここで教授会

について ＊＊＊＊ での決定が前提になっているが教授会でそ
の決定をしている事実はない。

8 メモ
写

原告 2016年12月6日
し

原告がフランス語教員の＊＊＊教員が退職
するにあたってその補充をどうするかに
ついての事実経過について作成したメモで
あ
る。
被告では、 2015年9月22日の臨時教授会で
＊＊＊教員の補充案について決まったとし
ているが、その後、その枠について政治学教
員の枠にすることが2016年4月の教授会

一

で決まったなどと被告が 貫しない説明を
している事実。

平成27年度 教員

， 
人事の末補充・持 写

被告
ち越し枠について し

法学部学部長
＊＊＊＊

＊＊＊教員の枠が2016年4月以降に持ち越
されて分野変更となっている事実。

（報告）

平成25年度以降の
写10 教員人事ヒアリン
し 被告 2016年4月

グ基礎資料

＊＊＊教員の枠が2015年度のうちには決定
されず持ち越されて「法学部SGU対策の分
野として学部で検討を行う」とされている
事実。

法学部5月
写11 定例教授会 被告 2016年5月3日 教養教員枠の活用資料が配られた事実。

資料（そのl)
し

12 平成28年度教員採 写
被告 2016年10月4日

用関係日程（案） し

政治学教員の採用の構想が示された事実。
この政治学教員の採用が2016年4月に＊＊
＊枠で行うと決定されたとしているが、 
それは甲10と矛盾する話である。

平成28年度 法学

13 部11月 写
被告 2016年11月1日 政治学教員の採用が進んだ事実

定例教授会 し
資料

入学手続きのしおりに掲載する原稿につい

14 メ ール 写 原告 2019年7月25日 て、 事務方が原告の断りなく原告の作成し
し ＊＊＊＊ 2019年8月5日 た原稿を利用せず過去の原稿を流用した事

実
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写 原告
2019年 1 月 17日～ 非常勤講師の採用に関する審査に関して、

15 メ ール ＊＊＊＊ 原告に委嘱がなされ、 原告がこれを了解し
し

＊＊＊＊
2019年1月 20日

た事実

原告
非常勤講師の採用に関する資格審査の審査

東洋大学 非常勤 結果報告書に、 主査である原告の意見が全
16 講師候補者の審査

写 ＊＊＊＊＊ 2019年2月 5日 く反映されていない事実、 そのことについ
結果報告書

し ＊ て資格審査結果報告書に、 原告がその事情
＊＊＊＊ を自筆で追記して押印した事実

原告 2018年6月 28日～ 国内特別研究計画書という書面を原告が作
写 成したことについて、 被告の職員が、 タイ

17 メ ール
し ＊＊＊ 2019年5月 15日

トルの変更などの作業を原告に断りなく
＊＊＊＊ 行った事実

写
18 メ ール ＊＊＊＊ 2021年11月 24日

し

中国語やドイツ語に関する予算枠の状況
について原告が質問したことに＊＊氏が回
答している事実

「【中国語履修者
対象】中国語e 写

被告では、 中国語履修者向けに、 中国語e
19 ラー ニングの申込 ＊＊＊＊ 2022年5月 11日 ラー ニングを実施している事実、 そのため

について」と題す
し

の予算がつけられている事実
る案内

写 ＊＊＊＊ 2016年8月 23日～ 原告が、 フランス語検定3級について、 全
20 メ ール

し 原告 2016年8月 24日 学援助とするため予算として10万円をつけ
てもらいたいと希望した事実

原告が、 ほかの外国語にくらべ、 フランス

21 メ ール 写
原告 2017年10月 4日 語について予算が全くつけられていないこ

し ととその不当性について、 連絡している事
実

平成29年度 授 平成29年度における東洋大学法学部の授業

22 
業・ ロ座等運営実 写

被告 2019年3月 2日 や講座の実施計画とそこにつけられている
施計画一 覧〈予算 し 予算。 中国語検定対策の予算はあるが、 フ
移管案〉 ランス語についてはない事実。
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